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株主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

平素は格別のお引き立てを賜り、厚く御礼申し上げます。

当社を取り巻く経営環境は、産業機械部門、建設機械部門ともに良好に推移してま

いりましたが、資源価格の高騰、米国サブプライムローン問題に端を発した金融不安

による株価の下落など景気の先行きに不透明感が増しております。このような環境の

時こそ、事業環境の変化に対して迅速に対応する企業力が重要であると考えます。中

期経営計画を推進するプロセスにおいて随時対応し、組織としての機能を強化しなが

ら質的向上を図っていく所存であります。株主の皆様には、今後ともより一層のご支

援ご鞭撻を賜りますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。

平成20年8月

環境の変化に対応し、
持続的な成長を実現します。
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当社では、環境ソリューション営業部を新設し、洗剤を使わない光触媒（光合成）によるビルなどの建物の外

壁・ガラスコーティング事業をはじめました。

外壁塗装なら1000㎡でポプラの木95本分、ガラス塗装なら1000㎡でポプラの木5本分の空気浄化能力があり

ます。マルカキカイは光触媒の技術を利用して、地球環境の保全に努めています。

外装用・ガラス用光触媒コーティング材を使用。光触媒技術を応用した「ハ

イドロテクトコート」なら、建物の外壁に塗るだけで、自然の力でキレイに

なるセルフクリーニング効果を発揮します。さらに、「ハイドロテクトコート」

を塗った外壁は、空気中の汚染物質（NOX等）も分解するので、建物の周り

の空気までキレイにする効果があります。

地球環境にやさしい新事業を開始

記
１．自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため

２．取得の内容
（1）取得する株式の種類
（2）取得する株式の総数
（3）株式の取得価額の総額
（4）取得する期間

（ご参考）

平成20年7月14日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定より読み替えて適用される同法第
156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項を決議いたしました。

自己株式の取得に関するお知らせ

T O P I C S

当社普通株式
100,000株（上限）〔発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　1.08％〕
130,000,000円（上限）
平成20年7月15日から平成20年9月30日まで

■ 平成20年6月30日時点の自己株式の保有状況

発行済株式総数（自己株式を除く） 9,258,877株

自己株式数 57,823株



国内では、自動車関連ユーザーを中心とした設備投資が堅調であっ
たことから、工作機械・鍛圧機械の売上が伸長いたしました。原油・
原材料高による景気の後退、そして円高などの負の影響を受けた米国
では、自動車関連ユーザーへの売上高が落ち込みましたが、航空機、
医療、エネルギー関連を主としたユーザーへの売上は伸びました。ま
た、アジアでは、中国が引き続き成長し、タイやマレーシアの売上は
内需の回復により増加し、前期に現地法人を設
立したインドの売上も順調に伸びましたが、イ
ンドネシアの回復が遅れております。
この結果、当中間連結会計期間における当部
門の売上高は22,735百万円（前年同期比
29.7％増）、営業利益は1,544百万円（同
21.3％増）となりました。

マシニングセンタ

当事業は、保険部門と環境ソリューション部門の業績を表示してお
ります。
環境ソリューション部門については、当期より新事業として、光触
媒の技術を利用した壁面（ガラスを含む）コーティングの請負工事受
注を目的として立ち上げた部門であります。この工事は、壁面（ガラ
スを含む）へのコーティングをすることにより、雨水による壁面の汚
れを落とす（セルフクリーニング）ものであり、また2次的効果とし
て、空気を浄化する効果があります。
当中間連結会計期間における当部門の売上高は25百万円（前年同
期比12.9％増）、営業利益は5百万円（同45.7％減）となりました。

その他の事業

産業機械部門

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、外
需が堅調に推移したものの、資源価格の高騰、米
国サブプライムローン問題に端を発した金融不安
による株価の下落、急激な円高の他、物価の上昇
といった先行き不安による個人消費の抑制がみら
れ、景気減速感が強まりました。また海外におき
ましては、米国経済では、雇用の減少や、個人消
費の落ち込みにより低調な動きを見せましたが、
中国を中心とするアジア経済では、設備投資の持
続により引き続き堅調な成長を維持しました。
こうした状況の中、当社グループの当中間連結
会計期間における
売上高は26,997百
万円（前年同期比
28.4％増）、営業利
益は1,245百万円
（同24.0％増）、経
常利益は1,372百
万円（同18.6％増）、
中間純利益は756
百万円（同26.4％
増）となりました。

売上高（連結） 

産業機械部門 
84.2％

22,735百万円 

その他事業部門 
0.1％
25百万円

建設機械部門 
15.7％

4,236百万円 

当中間期の概況

営業の概況 ／セグメント別概況
Business Report ／ Segment Information
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下期においては、資源価格の高騰や米国の景
気後退など先行き不透明感が増していることか
ら、ユーザーの設備投資姿勢に慎重さが見られ
ます。
こうした状況下、当社グループは豊富な海外

ネットワークを有する強みを生かし、機能強化
によってビジネスチャンスを拡大して安定した
収益基盤の確立に努めてまいります。
当連結会計年度（平成20年11月期）の業績

の見通しにつきましては、売上高50,000百万
円、営業利益2,215百万円、経常利益2,420百
万円、当期純利益1,330百万円を見込んでおり
ます。

当期の見通し

公共工事は発注の減少や資材価格の高騰に伴う収益性の低下から厳
しい状況が続いておりますが、民間建設投資が増加したことと、建設
用クレーンの更新需要が重なり、クレーン及び基
礎機械の新車販売が伸長いたしました。また、中
古建設機械の輸出も堅調に推移いたしました。
この結果、当中間連結会計期間における当部門
の売上高は4,236百万円（前年同期比22.1％増）、
営業利益は210百万円（同39.0％増）となりま
した。

クローラクレーン

建設機械部門



連結財務諸表
Consolidated Financial Statements
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平成19年11月30日残高
中間連結会計期間中の変動額
新株の発行
剰余金の配当
中間純利益
自己株式の取得
株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計
平成20年5月31日残高

中間連結株主資本等変動計算書（自 平成19年12月1日　至 平成20年5月31日） （単位：百万円）

資産の部
流動資産

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

繰延資産

資産合計
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負債合計

純資産の部
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資本金
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利益剰余金
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少数株主持分

純資産合計

負債純資産合計
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中間連結貸借対照表（要旨） （単位：百万円）

売上高
売上原価
売上総利益
延払条件付譲渡益戻入額
延払条件付譲渡益繰延額
差引売上総利益
販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
営業外費用
経常利益
特別利益
特別損失
税金等調整前中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主利益
中間（当期）純利益

21,020
17,968
3,052

34
29

3,057
2,053
1,003

184
31

1,156
4

79
1,082

451
－
32

598

前中間期
自平成18年12月1日
至平成19年 5月31日（ ）

26,997
23,600
3,396

28
41

3,383
2,137
1,245

159
32

1,372
14
0

1,386
598
－
31

756

当中間期
自平成19年12月1日
至平成20年 5月31日（ ）

45,978
39,510
6,468

119
62

6,525
4,135
2,390

307
131

2,565
5

118
2,451
1,097
△ 10

55
1,309

前期
自平成18年12月 1日
至平成19年11月30日（ ）

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

△ 1,623
△ 503

51
33

△ 2,042
8,072
6,030

前中間期
自平成18年12月1日
至平成19年 5月31日（ ）

△ 909
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△ 30
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6,988

当中間期
自平成19年12月1日
至平成20年 5月31日（ ）

1,246
△ 836
△ 507
△ 77
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8,072
7,896

前期
自平成18年12月 1日
至平成19年11月30日（ ）

中間連結損益計算書（要旨） （単位：百万円）

中間連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）（単位：百万円）
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個別財務諸表
Non-Consolidated Financial Statements
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中間株主資本等変動計算書（自 平成19年12月1日　至 平成20年5月31日） （単位：百万円）
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中間貸借対照表（要旨） （単位：百万円）

売上高
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延払条件付譲渡益戻入額
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中間損益計算書（要旨） （単位：百万円）



株式の状況 ／ 会社概要
Stock Information ／ Corporate Profile
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個人・その他 
45,290単元
48.6％ 

金融機関 
26,548単元

28.5％ 

証券会社 

658単元
0.7％ 

外国法人等 
3,146単元
3.4％ 

その他の法人 
17,525単元

18.8％ 

所有者別株式分布状況

594,000

576,000

548,000

490,107

396,000

372,000

316,400

288,000

259,400

250,000

6.4

6.2

5.9

5.3

4.3

4.0

3.4

3.1

2.8

2.7

コベルコクレーン株式会社

株 式 会 社 不 二 越

富士火災海上保険株式会社

マルカキカイ従業員持株会

株 式 会 社 り そ な 銀 行

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

乾 　 孝 義

竹 田 和 平

所有株式数（株） 出資比率（%）株主名

大株主の状況

発行可能株式総数

発行済株式総数

株主数

単元株式数

33,600,000株

9,316,700株

4,251名

100株

株式の状況

乾 　 孝 義

釜 江 信 次

竹 下 敏 章

森 　 康 明

佐 々 木 　 政 　 貴

真 鍋 　 聡

諸 富 秀 一

湯 村 幸 次

記 　 録 　 勇 　 次

塚 原 　 実

柴 　 功 安

崎 原 嘉 行

台 本 広 志

難 波 経 久

吉 岡 博 昭

吉 　 儀 　 裕 　 之

取 締 役 会 長

取 締 役 社 長

取締役兼常務執行役員

取締役兼常務執行役員

取 締 役 兼 執 行 役 員

取 締 役 兼 執 行 役 員

取 締 役 兼 執 行 役 員

取 締 役

常 勤 監 査 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 　 行 　 役 　 員

上記※印は、代表取締役であります。

役員

マルカキカイ株式会社
MARUKA MACHINERY CO.,LTD.

昭和21年12月16日（1946年）

〒567-8520
大阪府茨木市五日市緑町2番28号
TEL.072-625-6551
FAX.072-625-6558
インターネットホームページ
http://www.maruka.co.jp/

機械専門商社として産業機械、建設
機械の国内販売および輸出入

14億1,033万円

連結 425名、単独 181名

商 号

設 立

本 社 所 在 地

主な事業内容

資 本 金

従 業 員 数

会社概要（平成20年5月31日現在） （平成20年5月31日現在）

（平成20年5月31日現在）

（平成20年5月31日現在）

（平成20年5月31日現在）

※

※



○ 事 業 年 度

○ 配当受領株主確定日

○ 定 時 株 主 総 会

○ 基 準 日

○ 株 主 名 簿 管 理 人

○ 同 事 務 取 扱 場 所

（ 各 種 お 問 合 せ ）

○ 同 取 次 所

○ 公 告 方 法

○ 上 場 証 券 取 引 所

12月1日から翌年11月30日

11月30日

2月

定時株主総会については　11月30日
（その他必要あるときは予め公告する一定の日。）

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

〒530-0004 大阪市北区堂島浜一丁目1番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

電話　 0120-094-777
※株式関係のお手続用紙のご請求は次の電話番号お
よびインターネットで24時間承っております。
手続用紙請求電話　 0120-244-479

（本店証券代行部）
0120-684-479
（大阪証券代行部）

インターネット　http://www.tr.mufg.jp/
daikou/

三菱UFJ信託銀行株式会社　全国本支店
野村證券株式会社　全国本支店

電子公告（当社ホームページをご覧ください。）
http://www.maruka.co.jp/
なお、やむを得ない事由によって電子公告による公
告をすることができない場合には、日本経済新聞に
掲載します。

株式会社東京証券取引所　市場第1部
株式会社大阪証券取引所　市場第1部

株主メモ

なお、中間配当を実施するときの中間配当受領
株主確定日は5月31日です。（ ）

http://www.maruka.co.jp/




